
Ⅰ． 貸   借   対   照   表

平成２０年３月３１日現在

（単位  百万円）

資         産        の         部 負         債         の         部

  流    動    資    産 (  35,736 )  流    動    負    債 (  37,404 )

現 金 及 び 預 金  124  296
受 取 手 形  1,943  27,954
売 掛 金  15,664  4,195
商 品  63  926
製 品  6,066  207
半 製 品  2,683  146
原 材 料  3,645  1,189
貯 蔵 品  1,819  1,699
前 払 費 用  96  6
繰 延 税 金 資 産  520  704
未 収 入 金  1,032  59
短 期 貸 付 金  1,013  17
預 け 金  1,049  

そ の 他 の 流 動 資 産  31  固    定    負    債 (  4,612 )

貸 倒 引 当 金 △ 17  3,586
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 固    定    資    産 (  42,096 ) 負     債     合     計 (  42,017 )

    有  形  固  定  資  産 (  36,563 )  

建 物  7,810 純　　　資　　　産　　　の　　　部

構 築 物  705  株　　主　　資　　本 ( 35,750 )

機 械 装 置  11,134  　資       本       金 (  11,019 )

車 両 運 搬 具  35  　資   本   剰  余  金 (  15,435 )

工 具 器 具 備 品  651  15,435
土 地  15,858
建 設 仮 勘 定  366  　利   益   剰  余  金 (  9,295 )

    無  形  固  定  資  産 (  2,661 ) ( 484 )

ソ フ ト ウ ェ ア  132 ( 8,811 )

の れ ん  2,527 固 定資 産圧 縮積 立金  23
その他の無形固定資産  1 繰 越 利 益 剰 余 金 8,787

    投 資 そ の 他 の 資 産 (  2,871 )

投 資 有 価 証 券  730  評 価・換 算 差 額 等 (  65 )

関 係 会 社 株 式  1,322 75
長 期 貸 付 金  63 △ 10
長 期 前 払 費 用  129
そ の 他 の 投 資  700 純　 資　 産　 合　 計 (  35,815 )

貸 倒 引 当 金 △ 74
資     産     合     計  77,832 負 債 及 び 純 資 産 合 計  77,832

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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役 員 退 職 慰 労 引 当 金

その他有価証券評価差額金
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Ⅱ.　損  益  計  算  書

平 成 19年  4月  1日 か ら

平 成 20年  3月 31日 ま で

（単位　百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　額

Ⅰ 99,138
Ⅱ 87,336

11,802
Ⅲ 9,608

2,193
Ⅳ

受 取 利 息 及 び 配 当 金 40
そ の 他 137 177

Ⅴ

支 払 利 息 109
固 定 資 産 廃 却 損 178
そ の 他 212 500

1,870
Ⅵ

撤 去 費 用 戻 入 益 44
固 定 資 産 売 却 益 20 64

Ⅶ

業 務 改 革 構 築 費 用 1,662
基 幹 シ ス テ ム 移 設 費 用 125
固 定 資 産 売 却 損 12 1,800

135

686

△ 356 329

194

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 失

特 別 利 益

( ）



Ⅲ. 個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

   (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式移動平均法による原価法。

その他有価証券・・・・・・時価のあるものは決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
                   法により処理し、売却原価は､移動平均法により算定）､時価のないものは移動平均法

による原価法。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法。

（会計方針の変更）

　従来、たな卸資産の評価方法は、堺製造所は総平均法による原価法、堺製造所以外は移動平均法による原価法によ
っておりましたが、当事業年度より製造所全てについて総平均法による原価法に変更いたしました。
　この変更は、製造所間で異なっていた制度の統一を図るために行ったものであります。
　なお、この変更による損益への影響はありません。

(3) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産・・・・・・・建物は主として定額法。その他については定率法。

無形固定資産・・・・・・・定額法。
　なお、のれんについては５年の期間で償却を行っております。
　また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成１９年４月１日以降取得した有形固定資産について、改正後の法人
税法に基づく減価償却方法に変更しております。
　この結果、従来の方法に比べ、営業利益が１３１百万円、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ１３１百万
円減少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成１９年３月３１日以前に取得した資産について、改正前の法人税法
に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。
　この結果、従来の方法に比べ、営業利益が５２８百万円、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ５３２百万
円減少しております。

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金・・・・・・・・　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

賞与引当金・・・・・・・・　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額の内、当事業年度負担額を計上
しております。

退職給付引当金・・・・・・　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（15年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。
　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（15年）による定額法により費用処理しております。
　なお、平成19年4月1日より執行役員制度を導入し、執行役員退職慰労金支給内規を
制定いたしました。これに伴い、当事業年度より執行役員の退職慰労金の支払に備え
るため、同内規に基づき期末現在の基準額を計上しております。

役員退職慰労引当金・・・・役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき期末現在の基準額を計上
しております。

(5) リース取引の会計処理

　リース取引の処理方法は､リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(6) 消費税等の会計処理

消費税等（消費税及び地方消費税）については税抜方式を採用しております。



２．貸借対照表に関する注記

   (1) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

   (2) 保証債務

当社従業員が金融機関等から借り入れた借入金に対し、保証を行っております。

百万円

   (3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

百万円

百万円

百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売　上　高 百万円

仕　入　高 百万円

販売費及び一般管理費 百万円

営業取引以外の取引による取引高 百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

株

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動資産）

賞与引当金 百万円

未払費用

棚卸資産評価減

その他

繰延税金資産合計

繰延税金負債（固定負債）

退職給付引当金 百万円

役員退職慰労引当金

吸収分割による土地評価損

減価償却繰入超過額

ゴルフ会員権評価損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産小計

合併による土地評価益

吸収分割による土地評価益

その他有価証券評価差額金

前払年金費用

その他

繰延税金負債合計

繰延税金負債の純額

89,621

67

18

△ 3,040

520

35,242

48

△ 107

1,685

756

当 社 従 業 員

16,571

長 期 金 銭 債 務

14,819

0

短 期 金 銭 債 権

214

5,898

短 期 金 銭 債 務

2,270

△ 863

△ 1,973

△ 51

△ 95

△ 56

当事業年度末発行済株式の総数(普通株式) 103,511,713

33

286

166

24

42

1,459

43

2,378

△ 769



(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

    主要な項目別の内訳

法定実効税率

（調整）

吸収分割により発生したのれん償却額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しております。

７．関連当事者との取引に関する注記

   (1) 親会社及び法人主要株主等 単位：百万円

取引条件及び取引条件の決定方法等

(注１) 仕入価格については、市場価格を勘案して一般条件取引と同様に決定しております。
(注２) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

   (2) 子会社及び関連会社等 単位：百万円

取引条件及び取引条件の決定方法等

(注１) 販売価格については、市場価格を勘案して一般条件取引と同様に決定しております。
資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注２) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 円 銭

１株当たり当期純損失 円 銭

９．重要な後発事象に関する注記

　当社は、平成１９年１１月２９日開催の取締役会決議に基づき、新日本製鐵株式会社の完全子会社である北海鋼機株
式会社と、平成２０年４月１日付をもって当社を完全親会社とする株式交換を実施いたしました。
　なお、本件は平成１９年１２月２１日開催の臨時株主総会において承認されております。
　株式交換の概要は以下のとおりであります。

(1) 　被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業
    の名称及び取得した議決権比率

(1)-1 被取得企業の名称及び事業の内容

北海鋼機㈱ 建材薄板事業

(1)-2 企業結合を行った主な理由

　当社と北海鋼機㈱が一体運営の下で営業・技術面の連携を強化させることにより、北海道地区における建材薄板マ
ーケットの拡販強化を図るために行ったものであります。

(1)-3 企業結合日

平成２０年４月１日

(1)-4 企業結合の法的形式

当社を完全親会社とする株式交換

期末残高
(注２)

科　目

13,469 原料の購入 28,678 

取引金額
(注２)

346 01

88

製品の販売：

1

資金の貸付：

1,280 製品の販売 3,888  売 掛 金

取引の内容
(注１)

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

製品の販売
資金の貸付
役員の兼任

製品の販売

製品の販売
役員の兼任

 所有
　直接　１５％

207.5%

属　性
会社等
の名称

△ 4.4%

243.8%

期末残高
(注２)

取引金額
(注２)

取引の内容
(注１)

科　目

 被所有
　直接　７５％

原料の購入
役員の兼任

 買 掛 金

関連会社  ﾋﾞﾙﾄﾏﾃﾘｱﾙ㈱

議決権等の所有
（被所有）割合

子 会 社  ﾆｽｸ販売㈱
 所有
　直接　８５％

原料の購入：

親 会 社  新日本製鐵㈱

関連当事者
との関係

属　性
会社等
の名称

40.7%

資金の貸付 800 800 

1,854 5,509  売 掛 金

短期貸付金



(1)-5 結合後企業の名称

日鉄住金鋼板㈱

(1)-6 取得した議決権比率

１００％

(2) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

日鉄住金鋼板㈱の株式 百万円

(3) 株式の種類別の交換比率及び算定方法並びに交付株式数及びその評価額

(3)-1 株式の種類及び交換比率

普通株式 日鉄住金鋼板㈱ １ ： 北海鋼機㈱ １２.３８

　当社は、株式交換により、普通株式（新規発行株式）7,428,000株を北海鋼機㈱の株主に割当交付いたします。

なお、割当比率は、北海鋼機㈱の株式１株に対して、当社の普通株式（新規発行株式）12.38株です。

(3)-2 株式比率の算定方法

　株式交換比率の算定につきましては、その公正性・妥当性を確保するため、当社及び北海鋼機㈱は第三者機関
の専門家に意見を求め、両社の株式価値を算定いたしました。
　両社の株式評価方法については、非上場会社であること、類似業種比準方式適用のための適正な類似会社がない
こと、ＤＣＦ法に用いる適切なキャッシュフローの策定が困難であったこと等から、時価純資産法による評価を採
用することとし、その分析結果を総合的に勘案したものとなっております。

(3)-3 交付株式数及びその評価額

普　通　株　式 株 百万円7,428,000 2,881

2,881


